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交差点における若い世代の自転車事故抑制対策を検討するため，本研究では安全確認挙動に着目して観

測データに基づき分析を行った． 交通安全教育のための自転車ワークショップを受講した中学生が利用す

る信号交差点を分析対象に，安全確認挙動がどのような交通環境で行われやすいのかを調査した結果，信

号停止や集団で走行することで安全確認を行いにくいという結果が得られた．また中学生に対して安全教

育を実施することによる安全確認挙動に及ぼす影響と教育効果の持続性に関する分析を行った結果，安全

教育を行った直後は安全確認率が増加したが，安全教育を行って4カ月と時間が経過すると安全確認率が

低下することが明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

近年我が国の自転車保有台数は増加傾向にあり，通勤

や通学，買い物など身近な移動の手段として活用されて

いる．一方で，若年者の自転車事故の問題は大きな社会

問題として認識されつつある．例えば，男子中学生が無

灯火で，交差点信号機が青のうちに早く渡ろうと速度を

上げたところ，高齢の男性会社員に正面衝突し，死亡さ

せた事故がある1)． 

図-1と図-2に免許保有の有無による事故割合と免許非

保有者における年齢別自転車事故の割合を示す．ここで，

1当は自転車が事故の原因を作った過失が大きい第1当事

者（以下，1当）であり，2当は自転車が過失の小さい第

2当事者（以下，2当）である．図-1より1当と2当ともに

免許非保有者の事故割合が高く，1当では約80%，2当で

は約70%を占めている．また，図-2より，0-19歳の自転

車事故割合が約60%を占めていることが分かる．このこ

とから，免許非保有者の中でも，19歳以下の若い世代の

事故割合が高いことが分かる．次に，図-3に自転車事故

の発生位置別の割合を示す．これより，交差点事故件数

が約80%を占めており，交差点での事故対策が必要であ

ることも分かる．以上のことから，若い世代の交差点で

の自転車事故対策は課題である．さらに，図-4に1当に

おける事故原因を示す．これにより，事故原因の約70%

図-1 免許保有の有無による事故割合 

図-2 免許非保有者の年齢別自転車事故割合（1当） 

図-3 自転車事故発生位置の割合（名古屋市内） 
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は安全確認を行わなかったことによる事故であることが

分かる．よって適切に安全確認を行えば事故件数が減少

するのではないかと考えられる． 

ここで国内の既往研究として，菊池ら2) は，中学生に

安全教育を行い，安全教育により安全確認挙動がどう変

化したか，安全確認に対する意識がどう変化したかを明

らかにしている．また金井3)らは，高校生が過去に行っ

た交通安全教育の知識がどの程度残っているかを分析し

ている．しかしこれらの研究は，安全確認挙動と周辺の

道路状況や交通環境の関係を評価した研究ではないため，

実際の安全対策に結び付けるのは難しい．また西原4)ら

はアイマークレコーダを用い，自転車利用者が走行中に

どこを注視するかをアイマークレコーダにより分析して

いるが本アプローチには十分なサンプル数の確保やサン

プリングバイアスの問題が含まれる． 

そこで本研究の目的は，自転車利用の中学生を対象に，

交差点進入時の安全確認挙動に着目し，どのような道路

交通環境が安全確認挙動に影響するかを外部観測データ

を用いて分析する．これは基礎分析にて，集団で走行し

ている場合や信号停止などにより，安全確認の割合に変

化があるのかを分析する．その後安全教育の実施により，

安全確認挙動への影響を分析する．これはモデル分析に

より，教育効果の有無や持続性を評価していく．  

 

 

2. 調査の概要及びデータ取得方法 

 

本研究で対象とする交差点を図-5に示す．ここは宮城

県亘理郡亘理町に位置する国道6号と県道14号が交差す

る信号交差点である．本箇所において東北工業大学小川

研究室により，交差点付近の亘理消防署の屋上からビデ

オ観測調査が4回（2017年の4月25日から4月28日，5月9

日から5月12日，5月23日から5月26日，9月19日から9月21

日）行われている．なお，各日7:30-8:30の登校時間と

17:00-18:30の下校時間で調査実施されている．本研究で

はこの観測データを用いて，同交差点を自転車利用する

宮城県亘理町立亘理中学校の全生徒を調査対象とし図-5

赤丸の横断歩道付近の挙動を調査した．本論文では4月

26日，4月27日，5月9日，5月11日，5月23日，5月24日，9

月20日，9月21日の下校時間帯のデータを扱う．なお，

下校時間帯に着目したのは，登校時間帯は，始業時間に

合わせて学校に向かう生徒が集中するため，集団走行デ

ータが多くなり，個人の挙動データが取得できないこと

を懸念したためである． 

ここで，2017年5月9日の2回目調査前と2017年5月23日3

回目に自転車ワークショップを行っている．自転車ワー

クショップとは亘理中学の生徒を対象に行った安全教育

のことである．2017年5月9日のワークショップでは全校

生徒の半分が受講し，2017年5月23日のワークショップ

では5月9日に受講していない半数の生徒が受講している．

すなわち，2回目調査時は全校生徒の半数が，3回目の調

査時は全校生徒がワークショップを受講している状態と

なっている．内容は，生徒らが登下校する様子を実際に

見せ，どのような危険が予測されるのかを話し合わせる，

またどのような場面で生徒自身が安全確認を行わずに横

断歩道を通過してしまうのかを文章に書き起こさせるこ

とが行われている2)． 

各データの取得方法はまず映像解析ソフトウェア

George5)にて，各自転車が図-6の範囲に出現した時点から，

前輪位置が確認できなくなる時点までの軌跡を0.5秒単

位で取得する．安全確認挙動は交錯する左折車の方向を

確認した時点（安全確認開始）と確認し終わった時点

（安全確認終了）の自転車の前輪と地面の設置位置を記

録する方法で行う．速度は横断歩道もしくは安全確認を

行った地点の軌跡点に記録されている瞬間値を用いる．

なお，個人属性として性別，周囲の交通環境として，信

号現示，交差点接近車両の存在及び位置を計測している． 

図-4 自転車事故原因の割合（1当） 

図-5 対象交差点 

図-6 映像データの取得範囲 
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3. 安全確認に関する基礎分析 

 

ここでは誰も安全教育を受講していない状態での安全

確認挙動を分析する． 

まず全体的な傾向を捉えるため，安全確認をしている

割合と性別による安全確認挙動の違いを分析する． 

図-7の安全確認挙動の有無より，安全確認割合は約

40%程度にとどまっていることが分かる． 

図-8の性別による安全確認挙動の違いより男子生徒と

女子生徒の間では男子生徒のほうが安全確認割合が若干

低いことが分かる． 

次に交通環境と安全確認挙動の関係について，信号停

止の有無，同時通行人数，自動車位置の観点から分析す

る． 

自転車が対象交差点を通過する際に信号で停止したか

どうかにより安全確認挙動が変わってくるのかについて，

図-9に信号停止の有無による安全確認挙動の違いを示す．     

図-9より，信号停止を行った自転車のほうが安全確認

を行う割合が低下していることが分かる． 

同時に通行する人数により，安全確認挙動に違いがあ

るのかを分析する．なお本研究では2人以上でまとまっ

て走行している人を集団と定義している．同時に走行す

る人数の違いによる安全確認挙動の違いを図-10に示す． 

図-10より，集団で走行しているほうが安全確認する

割合が低い傾向にあることが分かる． 

交差点付近の車両の位置により安全確認挙動に違いが

あるのかを分析する．今回対象とするのは対象自転車が

対象横断歩道に差し掛かった際に交差点の中か外のどち

らにいるかとする．自動車が複数台いた場合は先頭車両

を対象とする．車両位置による安全確認挙動の違いを図

-11に示す． 

図-11より交差点内に車両がいるほうが安全確認する

割合が増加していることが分かる．  

最後に安全確認挙動の有無が自転車の横断歩道進入時

の速度に影響があるかどうかを分析する．図-12に横断

歩道進入時の自転車通過速度を示す．箱ひげ図の上端と

下端はそれぞれ最大値と最小値，箱の上側と下側はそれ

ぞれ第3四分位点と第1四分位点，箱の中央の線は中央値，

バツ印は平均値を表している． 

図-12より安全確認を行ったほうが，走行速度が低下

することが分かる． 

以上より，安全確認は走行条件により違いがみられる

ことが分かったが，安全確認の割合自体は高いとは言え

ないことも分かる． 

 

 

図-10 同時通行人数の違いによる安全確認挙動の違い 

図-8 生徒の性別による安全確認挙動の違い 

図-11 自動車位置による安全確認挙動の違い 

(N=166) 

図-7 安全確認の有無 

図-9 信号停止の有無による安全確認挙動の違い 

図-12 安全確認の有無による横断歩道進入時の 

速度の違い 

[km/h] 
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4. 安全教育が安全確認挙動に与える影響分析 

 

本章では2章で述べた自転車ワークショップを生徒が

受講することにより，安全確認挙動がどう変化していく

かを分析する．今回教育効果について，安全確認率の推

移，安全確認位置，横断歩道進入時の速度等の挙動特性，

ワークショップの有無による安全確認率の違い，集団走

行による安全確認率の違い，信号停止の有無による安全

確認率の違いの観点からそれぞれ分析を行う．  

 

(1) 安全確認率 

本節では，安全確認挙動を行った生徒の割合を示す指

標として安全確認率を式(1)を用いて示す．  

ここで， 

𝑃𝑆𝐶：安全確認率，𝑁𝑆𝐶：安全確認を行った横断者数， 

𝑁𝑂𝐶：観測した横断者数 

 

この指標により算出した安全確認率を用い，各調査時

期による安全確認率の違いを図-13に示す．ただし，1回

安全確認を行った生徒の割合をオレンジ，2回以上安全

確認を行った生徒の割合を黄緑で示し，全体の安全確認

率は2つの割合の合計とする． 

図-13より，ワークショップを行うことにより，安全

確認率が増加することが分かる．特に全生徒がワークシ

ョップを行った際はワークショップを行っていない時と

比べ，10%ほど増加していることが分かる．2回以上安

全確認している生徒も5%ほど増加していることが分か

る．しかし，ワークショップを行って4か月が経過する

と安全確認率がワークショップを行う前の状態に戻って

しまうことから，ワークショップには持続性が期待でき

ないと推察される． 

 

(2) 安全確認位置 

 本節ではワークショップを受けた後，安全確認位置が

どのように変化するのかを調べる．安全確認位置は横断

歩道端と安全確認を開始した位置の距離を個々に計測し

て1m単位で集計する．調査時期別の安全確認位置の分

布を図-14に示す． 

図-14より，ワークショップ1回目で安全確認位置が横

断歩道端より離れていることが分かる．ワークショップ

2回目の後は，1回目より安全確認位置が歩道に近くなっ

ているが，ワークショップを行っていない事前とワーク

ショップを行った4か月後よりは確認位置が遠いことが

分かる． 

 

 

(3) 安全確認の有無と速度の関係 

 本節では，安全確認を行った場合と行わなかった場合

の横断歩道進入時で且つ信号停止をしていない場合の速

度の違いを箱ひげ図にて分析を行う．ここでの速度は3

章で述べた横断歩道端に差し掛かった際の速度である．

図-15に各時点ごとの速度と安全確認の有無の箱ひげ図

を示す． 

図-15よりワークショップの有無に関わらず，安全確

𝑃𝑆𝐶 =
𝑁𝑆𝐶
𝑁𝑂𝐶

 (1) 

図-15 速度と安全確認の有無 

図-14 ワークショップの有無による 

安全確認位置の違い 

図-13 ワークショップの有無によるによる 

安全確認率の違い 

図-16 ワークショップの有無による安全確認率の違い 
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認を行うことにより速度が低下していることが読み取れ

る． 

 

(4) ワークショップの有無による安全確認率の違い 

本節ではワークショップを行った生徒と行わなかった

生徒が混在する中で，安全確認率に違いが出るのかを分

析する．対象として，2回目調査時のデータを使用する．

図-16にワークショップを受講した生徒と受講していな

い生徒それぞれにおける安全確認の有無を示す． 

図-16より，ワークショップを受講した生徒は約50%

安全確認を行っているのに対し，ワークショップを受講

していない生徒は安全確認率が約35%であることから，

安全教育が安全確認に影響を及ぼすことが確認できる． 

 

(5) 集団走行による安全確認率の違い 

本節では集団で走行していることが安全確認率にどう

影響してくるかを分析する．ここでいう集団とは，2人

以上で走行している生徒を指す．集団による安全確認率

は集団（2人以上）で走行している生徒の中で安全確認

を行っている生徒数を集団走行している全生徒数で割っ

た値とする．図-17にワークショップの有無による集団

走行時の安全確認率の違いを示す． 

図-17より，集団走行時はワークショップの有無に関

わらず安全確認率が低い傾向にあることが分かる．  

 

(6) 信号停止の有無による安全確認率の違い 

対象自転車が信号停止を行っているかどうかにより，

安全確認率が変化するかどうかを分析する．図-18に信

号停止の有無による安全確認率の違いを示す． 

図-18より，信号で停止せずに通行するほうが安全確

認率が高いことが分かる．特にワークショップ2回目の

後は信号停止を行う時と比べ25%ほど高いことが分かる． 

以上のことより，ワークショップを受講することによ

り，安全確認率が増加していることが分かる．しかし，

ワークショップを行って4か月が経過するとどの条件で

も安全確認率が低下することが分かる． 

 

 

5. 安全確認挙動の影響要因分析 

 

 4章で確認できたことを踏まえ，生徒が横断歩道を渡

る際に安全確認を行うか，行わないかに関わる要因を，

ロジスティック回帰分析((式2))により明らかにする． 

𝑃 =
1

1 + exp{−(𝑏0 + 𝑏1𝑥1 + 𝑏2𝑥2 +・・・+ 𝑏𝑘𝑥𝑘)}
 (2) 

ここで， 

𝑃 ：安全確認確率，𝑏𝑘：パラメータの推定値， 

𝑥𝑘：説明変数の実測値 

 分析に用いた説明変数を表-1に示す．本論文では2つ

のモデル分析を行う．モデル1は2回目調査である5月11

日のデータのみを用い，ワークショップ受講の有無によ

る影響を評価する．モデル2では，4時点全てのデータを

用い，ワークショップ受講後の時間経過が挙動に与える

影響を評価する．それぞれのロジスティック回帰分析の

パラメータ推定の結果を表-2と表-3に示す． 

まず表-2より，ワークショップ受講有無ダミーが正で

あることからワークショップを行うことで安全確認をし

やすくなることが確認できる．また，集団通行ダミーは

負の値を示していることより，集団通行することで安全

確認をしにくくなっていることが確認できる． 

次に表-3より，ワークショップ2回目後ダミーと車両

接近ダミーが正であることから，これらが安全確認しや

すくなる要因であることが確認できる．また，4か月後

ダミーと赤信号停止ダミーが負であることから，これら

は安全確認しにくくなる要因であることが分かる．さら

に，ワークショップ2回目後ダミーは正であるが，4か月

図-17 集団走行の有無による安全確認率の違い 

図-18 集団走行の有無による安全確認率の違い 

表-1 ロジスティック回帰分析の説明変数 
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後ダミーは負であることから，ワークショップ直後は教

育効果があり，安全確認が増加するが，4か月後と期間

を開けることで，安全教育は効果がなくなり，安全確認

をしにくくなることが確認できる． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，観測データを用いて中学生がどのような

道路交通環境で安全確認をするかどうかを分析した．ま

た，安全教育による安全確認挙動の変化と持続性につい

ても，統計解析を行い，それぞれに影響を及ぼす要因を

明らかにした． 

安全確認に関する分析では，特に信号で停止すること

や，交差点内に自動車が存在することが安全確認する割

合を低下させていることが分かった．また，安全教育が

安全確認挙動に与える影響分析より，安全教育を施すこ

とで安全確認率が向上することが確認できた．しかし，

4か月後と安全教育受講から時間が経過すると教育効果

が低下することも示された．また，集団で走行すること

で安全確認を行いにくくなることが分かった．  

今後の課題として，登校時の挙動分析を行い，登校時

と下校時で安全確認挙動が異なるかどうかを検証するこ

と，同様の安全教育プログラムを受講した中学校を対象

とした他箇所の調査を実施し，本分析結果の妥当性を確

認すること，さらに，これらの分析を通じて交差点にお

ける自転車利用者の安全確認を促すソフト・ハードの対

策を立案することが挙げられる． 
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表-2 モデル1のパラメータ推定の結果 

表-3 モデル2のパラメータ推定の結果 

第 61 回土木計画学研究発表会・講演集

 6


